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第１ 請求の受付 

 

１ 請求人 

世田谷区 Ａ 

 

２ 請求書の提出 

令和５年２月１３日 

 

３ 請求の内容 

請求人が提出した「世田谷区職員措置請求書」（以下「本件請求」という。）

（別紙）による請求の要旨及び措置請求の理由は次のとおりである。 

なお、内容の表記については、本件請求での表記を引用する。 

 

（１）請求の要旨 

① 区長の狛江市の別荘からの通勤時の公用車の利用（令和４年１０月以前）

ア 通勤届で届け出た住所から区役所までの通勤が公用である。 

イ 区長は世田谷区代沢から区役所までの通勤が公用である。 

ウ 通勤手当という「給与」の代わりに区長車という交通用具が支給され

る。 

エ 代沢ではない別荘からの通勤に対して区は補助することはできない。 

オ 狛江市の別荘からの通勤に対して区から補助を受けていることは不当。 

カ ガソリン代・運転手の超過勤務手当の支出は少なくとも損害である。 

キ 監査請求の対象期間について。直近１年間の使用に加えて、令和３年

度分についても監査を求める。直近１年より前の分についても、当該

支出は、令和３年度世田谷区一般会計歳入歳出決算認定において審査

されており、これは令和４年１０月に行われている。よって、直近１

年より前の分については、１年以内に行われた決算行為に対して監査

請求を行うことで、監査請求の期間内であるとする。 

ク 区長は区に対して不当に得た利益を返還する必要がある。キの期間の

狛江市からの通勤に係るガソリン代・運転手の超過勤務手当を世田谷

区に対して返還することを求める。なお、仮に返還を請求できないと

しても、区長以外の区役所職員には認められていない２つ以上の住所

からの通勤に対する、区の財政による通勤補助は、法に基づかない措

置であるから１２年間の行いを不当であると認定し、道義的な責任と

して、過去に要した金額を推計し公表することを求める。 

    

② 区長の狛江市の別荘からの通勤時の公用車の利用（令和４年１０月以降） 

    ア ①アからオに加え、「区長公用車の使用に関する基準（以下「本件基

準」という。）」に反している。 

    イ 狛江からの利用は本件基準の例外に当たらない。 

    （ア）無線の配備は根拠にならない。 

    （イ）打合せの必要性は根拠にならない。 
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    ウ 措置要求の内容について①カからクに同旨 

    

③ 松原の政治家事務所との間の通勤時の公用車の利用（令和４年１０月以

前） 

    ア 往訪先が特定できない「松原」から目的地への公用車利用が存在する。 

    イ 保坂のぶと事務所への往訪は公務ではなく、公用車の使用は違法であ   

る。 

    ウ 監査請求の対象期間について。直近１年間の松原への往訪に加えて、

令和３年度分についても監査を求める。（以下①キと同旨） 

    エ 措置要求の内容について。③ウの期間の松原への移動または松原から

の移動に係るガソリン代・運転手の超過勤務手当を世田谷区に対して

返還することを求める（甲７号証に記載された日にちに限らない）。

なお、仮に返還を請求できないとしても、法に基づかない措置である

から１２年間の行いを不当であると認定し、道義的な責任として、過

去に要した金額を推計し公表することを求める。 

    

④ 松原の政治家事務所との間の通勤時の公用車の利用（令和４年１０月以

降） 

    ア ③アからイに加え、本件基準に反している。 

    イ 措置要求の内容について。住民監査請求期間（直近１年）の松原への

移動または松原からの移動に係るガソリン代・運転手の超過勤務手当

を世田谷区に対して返還することを求める。（以下③エと同旨） 

    

⑤ タクシーを用いた帰宅について 

ア 世田谷区代沢の自宅から狛江市の別荘への単なる移動は、全く公務で

はなく私的な行動であり、区の税金を使って移動してよいものでは

ない。しかしながら、実際には世田谷区の税金で契約をしているタ

クシーチケットを用いて移動したり、公用車で移動したりしている。

特にタクシーチケットの請求は区の税金を明確に私物利用している

悪質な行為である。 

    イ 刑法における業務上横領にあたる疑いがあり、違法な支出である。 

    ウ 監査請求の対象期間について。令和３年７月１日と１２月２０日のタ

クシー利用は、利用日から１年間が経過しており、一見すると住民監

査請求の対象外のように思われる。しかしながら、当該支出は、令和

３年度世田谷区一般会計歳入歳出決算認定において審査されており、

これは令和４年１０月に行われている。よって、令和３年７月１日と

１２月２０日のタクシー利用については、１年以内に行われた決算行

為に対して監査請求を行うことで、監査請求の期間内であるとする。 

    エ 措置要求の内容について。帰宅等に関するタクシーの利用について、

その利用料を世田谷区に対して返還することを求める。また、返還を

求められない場合であっても、決算の見直し等の、本件の解決のため

に必要な措置を求める。 
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⑥ 旅費の宿泊料について実費を超過していることについて 

    ア 世田谷区では、「職員の旅費に関する条例」の第４２条で出張時の宿

泊費の支給は定額払いが実費を上回る場合には返金することを求めて

いる。すなわち、出張旅費は民間企業同様に実費を請求することが結

果として原則になっている。しかしながら、保坂区長は、実費以上の

金額を請求・受領している。 

    イ 超過した宿泊料の受け取りは違法である。 

    ウ 監査請求の対象について。世田谷区長に限らず全ての職員について、

１年以内の旅費の支給のうち、宿泊料の定額支給をうけたものについ

て、宿泊料実費よりも受け取り額が超過しているケースのすべてを対

象とする。また、１年をよりさかのぼった令和３年度の全ての旅費支

給についても、その決算行為は１年以内に行われていることから、決

算行為に対して監査請求することとし対象の期間に含める。令和３年

度の旅費の支給についても前記同様とする。 

    エ 措置要求の内容について。実費ではなく超過して支給されていること

は、旅行命令権者たる区長が旅費の調整を行わなかったことが原因で

あることから、区長がその責任者として区に対して損害賠償（超過旅

費の返還）をすることを求める。また、合わせて世田谷区が過去に超

過で支給してしまった金額を推計し公表することを求める。さらに、

条例について宿泊料の支給の原則を「実費」に変更するように提言を

行うことを求める。 

 

（２）事実証明書 

【甲１号証】世田谷区長保坂展人 通勤届 

【甲２号証】庁有車運転記録（区長室秘書課）（令和３年４月１日～令和

４年３月３１日） 

【甲３号証】平成二十八年第二回定例会世田谷区議会会議録第十号六月十

五日（水曜日）を印刷した書面 

    【甲４号証】庁有車運転記録（区長室秘書課）（令和４年４月１日～１２

月１２日） 

【甲５号証】区長週間日程表（令和３年３月２８日～令和４年４月３日） 

【甲６号証】区長週間日程表（令和４年４月３日～１２月１８日） 

【甲７号証】行政情報一部開示決定通知書（令和４年１２月９日） 

【甲８号証】平成２７年６月１７日判決言渡 平成２６年（行ウ）第１１

７号公金支出金返還請求事件（住民訴訟） 

【甲９号証】外国旅費請求内訳書兼領収書（区職員５名分） 

 

４ 請求の要件審査 

 

（１）本件請求について 

    本件請求については、地方自治法第２４２条所定の要件を具備した請求が

含まれていると認め、令和５年２月１３日付でこれを受理した。 
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 （２）補正について 

    監査委員は、請求人に対し、令和５年２月２７日付４世監第２０２号をも

って、本件請求のうち前記請求の要旨⑥「旅費の宿泊料について実費を超過

していることについて」において住民監査請求の対象とする行為について、

特定の財務会計上の行為又は怠る事実（以下「当該行為等」という。）であ

ることを認識することができる程度に個別的、具体的に摘示し、また、当該

行為等が複数である場合には、各行為等を他の行為等と区別して特定認識す

ることができる程度に個別的、具体的に摘示した書面を、令和５年３月８日

までに提出するよう補正を求めた。請求人は、同年３月９日、補正書を提出

した。 

 

（別紙）補正書 

【別紙１】行政情報開示請求書（２０２２年１２月１９日） 

 【別紙２】最高裁平成１６年１２月７日判決文（旅費不当支出） 

 【別紙３】行政情報一部開示決定通知書（令和５年１月１９日） 

 

 

第２ 監査の実施 

 

１ 監査対象事項 

本件請求における監査対象事項は次のとおりである。 

 

「区長の狛江市の別荘からの通勤時の公用車の利用」「松原の政治家事務

所との間の通勤時の公用車の利用」「タクシーを用いた帰宅について」「旅

費の宿泊料について実費を超過していることについて」に関する行為が、違

法又は不当な財務会計上の行為にあたるかどうか。 

 

以降において、請求の要旨に記載の①ないし⑥は、それぞれ「監査対象事

項①」「監査対象事項②」「監査対象事項③」「監査対象事項④」「監査対

象事項⑤」「監査対象事項⑥」と記す。 

 

２ 請求人の証拠の提出及び陳述 

地方自治法第２４２条第６項に基づく陳述については、請求人から陳述を行

わない旨の申出があったため、実施しなかった。また、新たな証拠の提出はな

かった。 

 

３ 監査対象部 

区長室を監査対象部とした。 

 

４ 監査対象部の見解 

  監査対象部からは、本件請求に対する弁明書を受理した。その見解は以下の

とおりである。 
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（１）請求人の主張に対する、弁明書における監査対象部の見解 

① 区長公用車使用に対する基本的な考え方 

     地方自治法第１４８条は「普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共

団体の事務を管理し及びこれを執行する」と定めており、区長は、昼夜を

問わず世田谷区の行っているすべての事務について、管理、執行する権限

を持ち、義務を負っている。この管理、執行の権限、義務を円滑に遂行す

るために、移動の際の手段として、区においては、区長の車両の専用を認

めている。 

区長は、その職務の性質上、通常の公務をはじめ、緊急時においても連

絡調整や指示等を迅速に行う必要があり、常に連絡がとれる体制を整える

ことが基本となる。そのため、防災行政無線を自宅に設置するほか、区長

公用車にも防災行政無線を配備し、公用携帯電話の所持や連絡体制を整備

するなど、自宅に限らず、公用車での移動中を含め、様々な場所において

効率的な事務執行が可能となる体制を確保している。 

また、区長の移動においては、出発地から目的地までの安全性を確保す

ると共に、多くの公務日程を時間どおりに執行する必要があり、移動の安

全性・迅速性を確保する観点から、経路や交通手段を決定している。 

このようなことから、公務の遂行のために合理的な必要性がある場合に

公用車を使用することとしており、自宅への送迎のほか、公務と公務外又

は公務外から公務との切り替え時においても合理的な方法及び日程管理に

より公用車を運用している。 

区長は、主たる生活の本拠地を区内の代沢に置き、資料整理や予定の状

況により狛江市内の自宅も利用している。このことは、平成２８年６月１

５日定例会において、世田谷区総務部長から答弁しておりすでに明らかに

されているところである。 

狛江市内の自宅も日常活動の拠点であることから、どちらの自宅から移

動しても問題ないものと考えている。また、個人事務所についても、区役

所に近い松原にあり、活動拠点の一つとして公務でも活用している。 

公用車の運行については、これまでも区長と十分な打ち合わせをし、運

行記録等により適切に管理、運行を行ってきたところ、これまでの管理運

用の実態を踏まえて、改めて明文化することで区民にわかりやすくご理解

いただけるよう本件基準を策定し、令和４年１０月にこれを施行した。な

お、本件基準については当然、これまで同様、区長が二か所の自宅を利用

している状況を踏まえて策定しており、二か所の自宅から公用車を用いて

移動しても何ら問題がないものと考えている。 

また、タクシーについては、公務が夜間に及ぶ場合など、運転手の体調

管理、合理性等を踏まえ、公用車の代替手段として使用している。 

 

② 請求人の主張について 

ア 監査対象事項①ア～カについて 

通勤届は、「職員の給与に関する条例」第１２条の通勤手当の支給の

ため、「職員の通勤手当支給規程」第３条に基づき届出されるもので、

特別職は「世田谷区長等の給料等に関する条例」第５条により職員の例
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と同様の手続きが定められている。 

通勤届は通勤手当の支給のために必要な書類であり、区長においても

職員と同じく公共交通機関や自転車などの自己所有の交通手段も通勤手

段となりうるが、現在区長は常態として公用車を用いて移動しているこ

とから、通勤手段を公用車として届け出ているものであり、通勤手当は

支給されていない。このことから、通勤届の住所がどのように記載され

ているかにかかわらず、本件に関して給与制度上の問題は生じていない

ものと認識している。 

また、請求人は、区の一般職員を引き合いに出し区長の公用車使用の

不当性を主張するところ、区長と一般職員とではその権限、職責が全く

異なるのであって、同等に論ずることができないことは明らかである。 

なお、請求人は、狛江市の自宅からの出勤を問題として指摘している

が、①で述べたとおりどちらの自宅から出勤しても問題ないものと考え

ている。 

 

イ 監査対象事項①キ～クについて 

      本件請求のうち、支出行為から１年を超えた期間については、法の定

める監査請求期間（１年）を経過した後に提起されたものであり、また、

当該支出に係る支出負担行為等については、秘密裡になされたものでは

なく、請求人が相当の注意力をもって調査すれば知ることができたとい

えるから、監査請求期間を徒過したことに正当な理由があるとはいえな

いので、不適法なものである。 

      なお、決算認定は、法第２４２条第１項のいわゆる財務会計行為には

当たらないと考える。 

 

ウ 監査対象事項②ア～イについて 

      本件基準は、公用車の使用について、①区長の自宅及び公務を行う場

所（以下「公務場所」という。）の間の移動であることとしている。本

件基準は、区長が二か所の自宅を利用している状況を踏まえて策定して

おり、二か所の自宅から公用車を用いて出勤しても何ら問題がないもの

と考えている。 

      また、請求人は公用車の使用について打合せの必要性は根拠にならな

いとしているが、コロナ禍で以前より対策事項が増えて、所管との確認

や決定の際に電話やオンラインを使用する機会も多くあり、公用車内で

の公務はコロナ禍以前に増して日常的に行われている。これまでも公務

上の必要性がなければ、公用車を使用せず区長自身で移動している。た

だし、公務遂行のために合理的な必要性がある場合は、公用車を運行し

ている。 

 

エ 監査対象事項②ウについて 

      狛江市の自宅からの公務での送迎の公用車の使用については、本件基

準に基づき運行していることから、ガソリン代等を返還する必要はない。 

      また、本件請求のうち、支出行為から１年を超えた期間については、



7 

 

法の定める監査請求期間（１年）を経過した後に提起されたものであり、

また、当該支出に係る支出負担行為等については、秘密裡になされたも

のではなく、請求人が相当の注意力をもって調査すれば知ることができ

たといえるから、監査請求期間を徒過したことに正当な理由があるとは

いえないので、不適法なものである。 

      なお、決算認定は、法第２４２条第１項のいわゆる財務会計行為には

当たらないと考える。 

 

オ 監査対象事項③ア～イについて 

      請求人は、個人事務所での活動は区長としての立場で行う性質の公務

ではなく、個人事務所への移動に公用車を使用するのは違法であると指

摘している。 

この点、公務か公務外かは、場所ではなく内容で判断すべきものであ

り、公用車の運行の可否については、公務の遂行のために合理的な必要

性がある場合であるかどうかという本件基準によって判断すべきもので

ある。監査対象部では、個人事務所は区役所からも約１．６km、車では

５分ほどの近い距離にあることや、区長本人が収集している様々な資料

が自宅同様に備えてあることから、個人事務所については、区長の活動

拠点の一つであると考えている。 

      個人事務所では、公務に関わる資料確認や資料整理、電話連絡等を行

っている。また、個人事務所は、電話やＦＡＸ、住所やメールアドレス

も公開されていることから、幅広く世田谷区長として宛てられた資料や

書籍も届くため、それらを取りに行くこともある。これまでも個人事務

所への公用車の運行については、内容を区長とも十分に確認し、公務の

遂行のために合理的な必要性がある場合であるかどうかという観点から

運行の可否を判断している。そのため、公務と関係のない個人事務所で

の用務については、監査対象部もその内容については関知しておらず、

公務遂行上必要のない公用車の運行は行っていない。以上のことから、

適切に公用車を運行していると考えている。 

 

カ 監査対象事項③ウ～エについて 

      本件請求のうち、支出行為から１年を超えた期間については、法の定

める監査請求期間（１年）を経過した後に提起されたものであり、また、

当該支出に係る支出負担行為等については、秘密裡になされたものでは

なく、請求人が相当の注意力をもって調査すれば知ることができたとい

えるから、監査請求期間を徒過したことに正当な理由があるとはいえな

いので、不適法なものである。 

      なお、決算認定は、法第２４２条第１項のいわゆる財務会計行為には

当たらないと考える。 

 

キ 監査対象事項④アについて 

      上記②オで述べたように、個人事務所で公務を行うこともあり、本件

基準第３条各号に該当する場合、公用車の運行を行っている。 
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ク 監査対象事項④イについて 

      個人事務所への公務での送迎の公用車の使用については、本件基準に

基づき運行していることから、ガソリン代等を返還する必要はない。 

      また、本件請求のうち、支出行為から１年を超えた期間については、

法の定める請求期間（１年）を経過し提起されたものであり、また、当

該支出に係る支出負担行為等については、秘密裡になされたものではな

く、請求人が相当の注意力をもって調査すれば知ることができたといえ

るから、監査請求期間を徒過したことに正当な理由があるとはいえない

ので、不適法なものである。 

 

ケ 監査対象事項⑤ア～ウについて 

      本件請求のうち、令和３年６月３０日のタクシーチケットについては、

法の定める監査請求期間（１年）を経過した後に提起されたものであり、

また、当該支出に係る支出負担行為等については、秘密裡になされたも

のではなく、請求人が相当の注意力をもって調査すれば知ることができ

たといえるから、監査請求期間を徒過したことに正当な理由があるとは

いえないので、不適法なものである。 

      なお、決算認定は、法第２４２条第１項のいわゆる財務会計行為には

当たらないと考える。 

      令和３年１２月１９日の、代沢～喜多見のタクシーチケットについて

は、代沢の自宅から狛江の自宅の移動に使用していない。当日は、弦巻

での面会を終えた後、区長週間日程表にない次の面会先である北沢まで

移動し、面会が夜間に及ぶことが予想されたため公用車を先に帰庁させ

た。その後、面会を北沢で行い、終了後タクシーが見つかりやすい代沢

の茶沢通りまで歩き、タクシーに乗車し狛江の自宅まで移動したもので

ある。弦巻、北沢いずれの面会も公務での面会であり、公務先から自宅

への移動であるため、タクシーチケットの使用は適切である。 

      令和４年７月２３日の、狛江～代沢のタクシーチケットについては、

狛江の自宅から代沢の自宅への移動には使用していない。この日、区長

は狛江の自宅からタクシーで移動し、区が開設するシモキタ雨庭広場オ

ープニングイベントに出席している。シモキタ雨庭広場は、代沢 5丁目、

北沢 2丁目、代田 5丁目の各地にまたがって位置しており、途中代沢の

自宅の経由はなく、シモキタ雨庭広場が位置する代沢で下車し、オープ

ニングイベントに出席している。オープニングイベントが主に北沢部分

で行うことから、区長週間日程表では、北沢と記載していた。自宅から

公務場所への移動であり、タクシーチケットの使用は適切である。 

 

コ 監査対象事項⑥について 

      本件請求のうち、例示として挙げている「台湾・高雄市との文化交流

に関する覚書に基づく派遣事業の実施」については、法の定める監査請

求期間（１年）を経過した後に提起されたものであり、また、当該支出

に係る支出負担行為等については、秘密裡になされたものではなく、請
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求人が相当の注意力をもって調査すれば知ることができたといえるから、

監査請求期間を徒過したことに正当な理由があるとはいえないので、不

適法なものである。 

      また、本件請求のうち、すべての職員を対象とした、１年以内の旅費

の支給のうち、宿泊料の定額支給をうけたものについて、宿泊料実費よ

りも受け取り額が超過しているケースを対象とすることについては、個

別的かつ具体的に対象が特定されていないため、回答しかねるものであ

る。 

 

 

第３ 監査対象部への事情聴取等 

本事業に関する概要等について、監査対象部からの事情聴取等を行った。そ

の要旨は以下のとおりである。 

 

１ 狛江市内にある区長の住居からの通勤 

区長公用車の使用の判断について、これまでも過去の裁判例等を参考にした

監査対象部としての運行の考えはあったが、判断基準として対外的に公表され

ているものがなかった。このため、明文化することで区民にわかりやすく理解

されるよう、令和４年１０月に本件基準を策定した。策定にあたっては過去の

裁判例や以前の判断を基としているため、策定前と策定後では方向性や考えに

変更はない。区長の自宅の定義としては、主たる生活の本拠地、日常活動の拠

点と解釈し、代沢も狛江も、本件基準第３条に規定する自宅として公用車の運

行を行っている。現在、連絡体制の整備として、防災行政無線は狛江市内にあ

る区長の住居にも設置している。 

庁有車運転記録（監査請求期間（１年））にある「狛江市」は、狛江市内に

ある区長の住居であるが、「狛江市－狛江市」と連続している記録は、狛江市

内にある区長の住居から狛江市内の医療機関に立ち寄り、その後公務へ移動し

たもので、その運転記録は７回ある。普段、通院については区長自身で行って

いるが、公用車を運行しなければスケジュール的に通院時間が確保できない場

合に限って、朝の通勤途中に医療機関に立ち寄り、その後の公務への移動のた

め公用車を使用している。監査対象部では、過去の監査請求記録で医療機関へ

の立ち寄りは社会通念上許される範囲のものとの事例を参考に、効率性を考慮

し、本件基準第４条第４号「区長車を使用しなければ、公務の遂行又は区政に

係る事務の進行に支障が出るおそれがあるなど、やむを得ない事情があるこ

と。」に該当するとして運行している。 

弁明書で説明しているとおり、公用車の運行は、自宅への送迎のほか、公務

と公務外の場所、またその逆の移動がある。根拠としては、本件基準第３条第

４号に該当するものと考えている。第４号の「やむを得ない事情」とは、公務

と公務外の切り替えを適切に行うための移動である場合、車中を利用しなけれ

ば通常の区長の責務を果たすことが困難であり、公務を車中で行っている場合

などと認識している。また、公務での移動は基本的に随行職員が同行する。 
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２ 松原の個人事務所への公用車の移動 

庁有車運転記録に記載の「松原」とは、区長の個人事務所の他に「うめとぴ

あ（世田谷区立保健医療福祉総合プラザ）」「児童相談所」「梅丘パークホー

ル（北沢区民会館別館）」がある。請求人の情報開示請求で松原に関する記録

がない、と回答したのは、区長週間日程表に予定がなく急遽運行を行った（新

型コロナワクチン接種視察など）ため、記録が残っていなかったことによる。

区長の個人事務所は政治団体としても届出がある。弁明書に記載している「公

務の遂行のために合理的な必要性がある場合」とは、移動場所ではなく内容で

判断しており、個人事務所には区長本人が収集している様々な資料が備えてあ

り、公務にかかわる資料確認や資料整理、電話連絡、区長へ宛てられた資料や

書籍を取りに行く行為などはそれに該当すると判断している。滞在時間は内容

によるが、公務の合間を活用しての活動になるので、長時間にわたることはな

いと記憶している。判断材料として参考にしている過去の裁判の中に東京都知

事の公用車の使用に関する判例があり、「当該事務所が『知事の活動の一つの

拠点と考えられることからすれば』、『一旦同事務所に立ち寄ったのも、公的

活動の一環と推認できこそすれ、これが知事としての立場を離れた私的生活領

域内での行動であったということはできない。』」とされていることから、事

務所への立ち寄りも公的な活動の一環であると解している。また、公用車の使

用根拠は本件基準第３条第１号及び第２号が該当すると考えている。 

 

３ タクシーチケットの使用について 

   区長は公用車での移動を基本としており、タクシー利用はあくまで公用車の

代替手段である。利用できるのは、本件基準第３条に規定した内容となる。利

用に際しては、週毎に秘書課長が運行確認を行い、その後急遽必要となった場

合はその都度確認を行っている。その場合は必ず秘書課長に連絡を入れるよう

徹底している。現時点では、後日タクシーチケットの使用を認めなかった事例

はない、と記憶している。タクシーの利用及び報告の手続きは、「公用車の使

用の代替としてのタクシーチケット使用に関する要領（平成２１年１０月）」

に定められている。令和３年１２月の場合は、代沢の自宅から狛江市内にある

区長の住居への利用ではなく、公務である面会の予定が夜間に及ぶことが想定

されたため、運転手を帰庁させタクシーチケットの使用に至った。令和４年７

月の場合は、運転手の事情により公用車の運行ができず、タクシーを利用し公

務として複数個所を移動した。 

 

４ その他の事項について 

 （１）事情聴取の中で、以下の点についても監査対象部に確認した。 

① 事実証明書について 

     本件請求の事実証明書として添付された甲２号証及び甲４号証ないし甲

７号証と合致する行政文書についてなされた開示請求は、全件とも受付日

から３０日以内で開示決定がされている。 
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該当 開示請求日 受付日 開示決定日 

甲２号証 2022年 12月 7日 2022年 12月 12日 2023年 1月 11日 

甲４号証 2022年 12月 7日 2022年 12月 12日 2023年 1月 11日 

甲５号証 2022年 12月 7日 2022年 12月 12日 2023年 1月 11日 

甲６号証 2022年 12月 7日 2022年 12月 12日 2023年 1月 11日 

甲７号証 2022年 11月 11日 2022年 11月 12日 2022年 12月 9日 

 

② タクシーチケットの支払日 

ア 令和３年６月３０日利用（令和３年７月１日報告） 

支払日 令和３年８月３１日 

イ 令和３年１２月１９日利用（令和３年１２月２０日報告） 

   支払日 令和４年２月２１日 

ウ 令和４年７月２３日利用（令和４年７月２５日報告） 

   支払日 令和４年９月２６日 

 

③ 公用車の運行の判断にあたり参考とした判例 

ア 東京都知事の公用車使用に関する判例（平成２０年２月８日東京地裁

判決） 

イ 東京都知事の公用車使用に関する判例（平成２０年５月２８日東京高

裁判決） 

ウ 都議会議長専用公用車の私的利用を違法・不当としてその利用に要し

た経費の返還を求める住民監査請求監査結果（平成１７年１１月１０日） 

エ 新潟市住民監査請求結果（新監査公表第１３号、平成２９年１月１３

日） 

 

（２）本件請求には、令和３年７月１日と１２月２０日のタクシー利用と記載さ

れているが、これは、タクシーチケット使用報告書に記載の報告年月日であ

り、実際にタクシーを利用しているのは以下の年月日であることを確認した。 

  ① 令和３年７月１日報告 → 令和３年６月３０日利用 

  ② 令和３年１２月２０日報告 → 令和３年１２月１９日利用 

 

 （３）シモキタ雨庭広場の住居表示は、令和４年５月１日に、代沢５丁目３４番

１１号に決定されている。 

 

 

第４ 監査の結果 

監査の結果、本件請求については、合議により次のように決定した。 

 

１ 判断 

（１）本件請求のうち、監査対象事項⑥旅費の宿泊料について実費を超過してい

ることについて超過分の返還を求める旨の請求は、地方自治法第２４２条第

１項の要件を充足せず、不適法であるから、同法第２４２条第５項に定める

監査を実施しないこととする。 
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（２）本件請求のうち、以下の部分は、地方自治法第２４２条第２項の要件を充

足せず、不適法であるから、同法第２４２条第５項に定める監査を実施しな

いこととする。 

 ① 監査対象事項①ないし④のうち、令和４年２月１３日以前の公用車の利

用の違法又は不当を理由とする部分に係る請求 

 

 ② 監査対象事項⑤のうち、令和３年６月３０日のタクシー利用の違法又は

不当を理由とする部分に係る請求 

 

（３）請求人のその余の請求は、いずれも理由がないと認める。 

 

 ２ 理由 

（１）監査対象事項⑥（旅費の宿泊料について実費を超過していることについて）

について 

住民監査請求においては、対象とする財務会計上の行為又は怠る事実（以

下「当該行為等」という。）を、監査請求書及びこれに添付された事実を証

する書面の各記載、監査請求人が提出したその他の資料等を総合して、住民

監査請求の対象が特定の当該行為等であることを監査委員が認識することが

できる程度に個別的、具体的に摘示することを要する。また、当該行為等が

複数である場合には、当該行為等の性質、目的等に照らしこれらを一体とみ

てその違法又は不当性を判断するのを相当とする場合を除き、各行為等を他

の行為等と区別して特定認識できるように個別的、具体的に摘示することを

要するものというべきであり、監査請求書及びこれに添付された事実を証す

る書面の各記載、監査請求人が提出したその他の資料等を総合しても、監査

請求の対象が右の程度に具体的に摘示されていないと認められるときは、当

該監査請求は、請求の特定を欠くものとして不適法であり、監査委員は右請

求について監査をする義務を負わないと解される（最高裁判所第三小法廷平

成２年６月５日判決（最高裁判所民事判例集４４巻４号７１９頁））。 

これを本件についてみると、職員らに対する旅費の支給は、その性質、目

的等に照らしこれらを一体とみてその違法又は不当性を判断するのを相当と

する場合に該当しないから、各行為等を他の行為等と区別して特定認識でき

るように個別的、具体的に摘示することを要するところ、監査対象事項⑥に

係る本件請求には、「世田谷区長に限らず全ての職員について、１年以内の

旅費の支給のうち、宿泊料の定額支給をうけたものについて、宿泊料実費よ

りも受け取り額が超過しているケースのすべてを対象とする。」との記載が

あるのみであり、本件請求及びこれに添付された事実を証する書面の各記

載、請求人が提出したその他の資料等を総合しても、特定の当該行為等であ

ることを監査委員が認識することができる程度に個別的、具体的に摘示され

たものとはいうことはできない。 

また、監査委員は、請求人に対し、令和５年２月２７日付４世監第２０２

号をもって、本件請求のうち「旅費の宿泊料について実費を超過しているこ

とについて」において住民監査請求の対象とする行為について、特定の財務
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会計上の行為又は怠る事実であることを認識することができる程度に個別

的、具体的に摘示し、また、当該行為等が複数である場合には、各行為等を

他の行為等と区別して特定認識することができる程度に個別的、具体的に摘

示した書面を、令和５年３月８日までに提出するよう補正を求めたところ、

請求人は、同年３月９日提出の補正書をもって、「令和４年１２月に●●●

●が請求を行った、行政情報の開示請求（別紙１と同旨のもの）の対象とな

る出張に係る宿泊料の支給」と補正した。しかし、補正において「別紙１」

として引用される行政情報開示請求書が対象とする出張とは「令和元年４月

から翌年３月と、令和４年４月以降の、全職員の国内外出張（宿泊料を伴う

ものに限る。）のうち、宿泊料を実費ではなく「定額」で支給したもの」で

あると解され、補正によっても、特定の当該行為等であることを監査委員が

認識することができる程度に個別的、具体的に摘示されたものということは

できない。 

したがって、本件請求のうち、監査対象事項⑥旅費の宿泊料について実費

を超過していることについて超過分の返還を求める旨の請求は、請求の特定

を欠き、地方自治法第２４２条第１項の要件を充足せず、不適法であるか

ら、同法第２４２条第５項に定める監査を実施しないこととする。 

 

（２）監査対象事項①ないし④のうち、令和４年２月１３日以前の公用車の利用

の違法又は不当を理由とする部分に係る請求、及び監査対象事項⑤のうち、

令和３年６月３０日のタクシー利用の違法又は不当を理由とする部分に係る

請求について 

地方自治法第２４２条第２項は、住民監査請求は、当該行為のあった日又

は終わった日から１年を経過したときは、これをすることができないとし、

ただし、正当な理由があるときは、この限りでないとする、としている。そ

して、本件請求は令和５年２月１３日に提出されたものであるから、監査対

象事項①ないし④のうち、令和４年２月１３日以前の公用車の利用の違法又

は不当を理由とする部分に係る請求、及び監査対象事項⑤のうち、令和３年

６月３０日のタクシー利用の違法又は不当を理由とする部分に係る請求は、

いずれも当該行為のあった日から１年以上が経過した後になされたものであ

る。そこで、それら請求が、当該行為のあった日から１年以上が経過した後

になされたことについて「正当な理由」があるかを検討する。 

地方自治法第２４２条第２項本文は、普通地方公共団体の執行機関、職員

の財務会計上の行為は、たとえそれが違法、不当なものであったとしても、

いつまでも監査請求ないし住民訴訟の対象となり得るものとしておくことが

法的安定性を損ない好ましくないとして、監査請求の期間を定めている。し

かし、当該行為が普通地方公共団体の住民に隠れて秘密裡にされ、１年を経

過してから初めて明らかになった場合等にもその趣旨を貫くのは相当でない

ことから、同項ただし書は、「正当な理由」があるときは、例外として、当

該行為のあった日又は終わった日から１年を経過した後であっても、普通地

方公共団体の住民が監査請求をすることができるようにしているのである。

したがって、上記のように当該行為が秘密裡にされた場合には、同項ただし

書にいう「正当な理由」の有無は、特段の事情のない限り、普通地方公共団
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体の住民が相当の注意力をもって調査したときに客観的にみて当該行為を知

ることができたかどうか、また、当該行為を知ることができたと解される時

から相当な期間内に監査請求をしたかどうかによって判断すべきものである

（最高裁判所第二小法廷昭和６３年４月２２日判決（裁判集民事１５４号５

７頁））。そして、当該行為が秘密裡にされた場合に限らず、普通地方公共

団体の住民が相当の注意力をもって調査を尽くしても客観的にみて監査請求

をするに足りる程度に当該行為の存在又は内容を知ることができなかった場

合には、上記の趣旨を貫くのは相当でないというべきである。したがって、

そのような場合には、上記正当な理由の有無は、特段の事情のない限り、普

通地方公共団体の住民が相当の注意力をもって調査すれば客観的にみて上記

の程度に当該行為の存在及び内容を知ることができたと解される時から相当

な期間内に監査請求をしたかどうかによって判断すべきものである（最高裁

判所第三小法廷平成１４年９月１７日判決（裁判集民事２０７号１１１

頁））。 

そして、普通地方公共団体の住民に要求される相当の注意力の程度とは、

前記のような地方自治法第２４２条第２項の規定の趣旨からすれば、受動的

に知った情報等だけに注意を払っていれば足りるものではなく、住民であれ

ば誰でも知り得る状態に置かれた情報については、情報公開条例に基づく公

開請求をするなどして、積極的に調査することが要求されるものと解するの

が相当である。 

以上は、地方自治法第２８３条第１項により、特別区である世田谷区につ

いて適用される。 

これを本件についてみると、監査対象部への事情聴取等によれば、監査対

象事項①ないし⑤に係る本件請求に関し事実証明書として添付された行政文

書は、インターネット等で入手が容易な甲３号証と甲８号証を除き、いずれ

も「世田谷区情報公開条例」に則った情報開示請求によって入手可能であ

り、また、甲２号証、及び甲４号証ないし甲７号証と合致する行政文書につ

いてなされた開示請求は、いずれも開示請求の受付日から３０日以内に開示

決定がされていると認められる。その他に、請求人から正当な理由に関する

主張はない。 

以上からすると、区民が相当の注意力をもって調査すれば、当該行為等が

あった日から２か月を経過したころまでには、客観的にみて監査請求をする

に足りる程度に当該行為等の存在及びその内容を知ることができる状態にな

ったということができる。したがって、監査対象事項①ないし④のうち、令

和４年２月１３日以前の公用車の利用、及び監査対象事項⑤のうち、令和３

年６月３０日のタクシー利用については、その存在及び内容を知ることがで

きたと解される時から相当な期間内に監査請求をしたということはできず、

それらの行為の違法又は不当を理由とする部分に係る請求は、地方自治法第

２４２条第２項の要件を充足せず、不適法であると認められる。 

これに対し、請求人は、監査対象事項①ないし④のうち、令和３年度分の

公用車の利用、及び監査対象事項⑤のうち、令和３年６月３０日のタクシー

利用は、いずれも令和３年度世田谷区一般会計歳入歳出決算認定において審

査されており、当該認定は令和４年１０月に行われていることを理由とし



15 

 

て、地方自治法第２４２条第２項の要件を充足すると主張する。しかしなが

ら、前記の地方自治法第２４２条第２項の規定の趣旨から、当該行為等につ

いての議会における決算の認定が本件請求の１年以内に行われていること

は、同条同項にいう「正当な理由」となるものではない。また、議会の決算

認定は財務会計上の行為ではないから、議会の決算認定自体を住民監査請求

の対象とすることはできない。 

以上より、監査対象事項①ないし④のうち、令和４年２月１３日以前の公

用車の利用、及び監査対象事項⑤のうち、令和３年６月３０日のタクシー利

用が違法又は不当であることを理由とする部分に係る請求は、地方自治法第

２４２条第２項の要件を充足せず、不適法であるから、同法第２４２条第５

項に定める監査を実施しないこととする。 

なお、監査対象事項⑤のうち、令和３年１２月１９日のタクシー利用は、

本件請求のあった日から１年以上前の行為である。しかしながら、同日のタ

クシー利用に係るタクシー代の支払日は令和４年２月２１日であり、このタ

クシー代の支払日をもって地方自治法第２４２条第１項にいう公金の支出と

捉えれば、本件請求は当該行為の日から１年を経過する前に行われているか

ら、監査対象事項⑤のうち、令和３年１２月１９日のタクシー利用の違法又

は不当を理由とする部分に係る請求については、地方自治法第２４２条第２

項の要件を充足し、適法であると解し、監査を実施することとした。 

 

（３）監査対象事項である財務会計上の行為の違法性・不当性 

本件請求のうち不適法として監査を実施しないこととしたものを除いた、

監査対象事項①ないし④のうち、令和４年２月１４日以降の公用車の利用の

違法又は不当を理由とする部分に係る請求、並びに監査対象事項⑤のうち、

令和３年１２月１９日及び令和４年７月２３日のタクシー利用の違法又は不

当を理由とする部分に係る請求について、以下に検討する。 

  ① 監査対象事項①（区長の狛江市の別荘からの通勤時の公用車の利用（令

和４年１０月以前）について 

世田谷区においては、区長は公用車（以下「区長車」という。）を専用

するものとされている（世田谷区自動車の管理等に関する規程（以下「公

用車管理規程」という。）第５条）。区は、区長に区長車を専用させる趣

旨を、区長が区の事務を管理しこれを執行する権限及び義務を円滑に遂行

するためであるとし、区長の職務の性質上、緊急時においても連絡調整や

指示等を迅速に行う必要があり、常に連絡がとれる体制を整えるため、防

災行政無線を自宅に設置するほか、区長車にも防災行政無線を配備し、公

用携帯電話の所持や連絡体制を整備するなど、自宅及び区長車での移動中

を含め、様々な場所において効率的な事務執行が可能となる体制を確保し

ている。また、区長の移動においては、出発地から目的地までの安全性を

確保すると共に、多くの公務日程を時間どおりに執行する必要があり、移

動の安全性・迅速性を確保する観点から、経路や交通手段を決定している

とする。区長は、区を統轄してこれを代表し（地方自治法第１４７条）、

区の事務を管理しこれを執行し（同法第１４８条）、その職務は多岐にわ

たり（同法第１４９条参照）、また、特別職の公務員であって、勤務時間
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や休暇が定められておらず（地方公務員法第３条第３項第４号、第４条第

２項参照）、公務が一般職の公務員の勤務時間外や休日に行われることも

少なくないと考えられることなどに鑑みれば、区長に公用車を専用させる

趣旨及び目的は正当なものと認めることができる。 

そして、令和４年１０月の本件基準策定前は、区長車について特別の定

めはないから、公用車管理規程が適用されると解され、区長車について

は、その使用時間に制限はなく（公用車管理規程第６条）、使用手続も使

用基準も定められていない（公用車管理規程第７条）のであるから、区長

車をいついかなる目的、方法及び態様で使用するかは、専ら区長の判断に

委ねられていたものと解される。 

もっとも、地方公共団体はその事務を処理するに当たって最小の経費で

最大の効果を挙げるようにしなければならないとする地方自治法第２条第

１４項、及び地方公共団体の経費はその目的を達成するために必要かつ最

小の限度を超えて支出してはならないとする地方財政法第４条第１項の趣

旨、並びに公用車は「公用に供するものをいう」（公用車管理規程第２条

第３号）とされていることからすれば、区長が公務を遂行するためにおよ

そ必要のない区長車の使用については、その裁量権の濫用、逸脱として違

法・不当となるというべきである。 

以上の観点からすれば、区長の生活の本拠としての自宅への送迎におけ

る区長車の使用は、公務と公務外との切り替え時においても効率的な事務

執行が可能となる体制を確保し、移動の安全性・迅速性を確保するという

公用車専用の趣旨に鑑みてその合理性を認めることができる。そして、生

活の本拠としての自宅であるか否かは、その実態において決せられるべき

であり、生活の本拠としての実態がある限り、一つに限定されるものでは

ないと解される。 

これを本件について見ると、狛江市内にある区長の住居は、区内の代沢

の住居とともに区長の生活の本拠であると認められ、また防災行政無線も

設置されているというのであるから、狛江市内にある区長の住居への送迎

における区長車の使用は、公用車専用の趣旨に照らしてその目的、方法及

び態様において合理性を認めることができる。 

これに対し、請求人は、公用車の支給は通勤手当の代替であり、区長が

通勤届において住居として届け出ているのは区内の代沢の住居であるか

ら、狛江市内にある区長の住居ヘの送迎は公用でなく、通勤手当の代替で

ある公用車を利用することは違法であるとする。しかしながら、区長に区

長車を専用させる趣旨は上記のとおりであって、区長車の専用は通勤手当

の代替ではなく、また、通勤届は、「職員の給与に関する条例」第１２条

の通勤手当の支給のため、「職員の通勤手当支給規程」第３条に基づき届

出されるものであるところ、特別職である区長も「世田谷区長等の給料等

に関する条例」第５条により職員の例と同様の手続きが定められているこ

とから、通勤手当の支給のために必要な書類として通勤届を提出したもの

であり、かつ、区長には通勤手当は支給されていないと認められるから、

区長が通勤届において住居として届け出ているのが区内の代沢の住居であ

るからといって、生活の本拠と認められる狛江市内にある区長の住居への
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送迎が違法又は不当となるということはできず、請求人の主張は採用する

ことができない。 

以上から、狛江市内にある区長の住居への送迎における公用車の使用

は、公用車専用の趣旨に照らしてその目的、方法及び態様において合理性

が認められ、違法又は不当であるということはできない。 

なお、監査の結果、令和４年２月１４日以降の庁有車運転記録（甲２号

証、甲４号証）のうち、「狛江市－狛江市」と連続している記録が令和４

年２月１４日以降、令和４年９月までの間に５回あることが判明し、これ

ら５回の移動は、いずれも狛江市内にある区長の住居において区長が区長

車に乗車後、狛江市内の医療機関に立ち寄り、その間区長車は近隣におい

て待機し、診察終了後公務場所へ移動したものであると認められた。そこ

で、狛江市内にある区長の住居から医療機関を経由して公務場所へ移動す

るにおいて区長車を使用することが違法又は不当であるかを検討する。 

前述のとおり、区長車をいついかなる目的で使用するかは、専ら区長の

判断に委ねられており、区長が公務を遂行するためにおよそ必要のない区

長車の使用に限り、その裁量権の濫用、逸脱として違法・不当となるとい

うべきである。 

これを本件について見るに、区は、公務の遂行のために合理的な必要性

がある場合に区長車を使用することとし、過去の裁判例等も参考にしつ

つ、自宅への送迎のほか、公務と公務外又は公務外から公務との切り替え

時においても合理的な方法及び日程管理により区長車を使用しているとの

ことであり、また、令和４年１０月に策定した本件基準は、過去の裁判例

や従前の判断を基としており、本件基準の策定前と策定後において区長車

の使用に関する方向性や考えに変更はないとのことであるから、本件基準

策定前においても、本件基準第３条第２項の定めに準じて、区長車の使用

により公務が円滑かつ安全に遂行することができるか否かという観点から

その使用の可否を判断していたものと認められる。 

そして、通勤途中で診察・治療のため医療機関に立ち寄ることは日常生

活上必要な行為であると認められること、当該医療機関は、狛江市内にあ

る区長の住居から車で１０分弱の距離にあること、医療機関において診

察・治療に要する時間はそれほど長時間ではないと同時に、各機会におい

て所要時間はまちまちであって事前に想定しておくことが困難であるか

ら、医療機関において診察・治療している間その近隣で区長車が待機し、

終了後速やかに区長車で公務場所に向かう体制を整えておくことは、区長

に公用車を専用させる趣旨及び目的に鑑みて合理性があると認められるこ

となどからすれば、狛江市内にある区長の住居から医療機関を経由して公

務場所へ移動するにおいて区長車を使用することは、公用車専用の趣旨に

照らして、その目的、方法及び態様において不合理とまでいうことはでき

ず、区長の裁量権を濫用、逸脱するものということはできない。 

以上から、狛江市内にある区長の住居から医療機関を経由して公務場所

へ移動するにおいて区長車を使用することは、違法又は不当であるとは認

められない。 
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   ② 監査対象事項②（区長の狛江市の別荘からの通勤時の公用車の利用（令

和４年１０月以降）について 

区は、令和４年１０月、区長車の適正かつ効率的な使用に関し必要な事

項を定めることを目的として本件基準を策定し、以後は本件基準に則り区

長車を使用している。そして、本件基準第３条第１号により、区長の自宅

及び公務を行う場所の間の移動において区長車を使用することを認めてい

る。 

公務と公務外との切り替え時においても効率的な事務執行が可能となる

体制を確保し、移動の安全性・迅速性を確保するという公用車専用の趣旨

に鑑みれば、本件基準第３条第１号にいう「自宅」とは、区長の生活の本

拠をいうものと解するのが相当であり、また、生活の本拠としての自宅で

あるか否かは、その実態において決せられるべきであり、生活の本拠とし

ての実態がある限り、一つに限定されるものではないと解される。そし

て、前述のとおり、狛江市内にある区長の住居は、区内の代沢の住居とと

もに区長の生活の本拠であると認められる。 

以上から、狛江市内にある区長の住居への送迎における区長車の使用

は、本件基準を充足するものであり、公用車専用の趣旨に照らして、その

目的、方法及び態様において合理性を認めることができる。 

したがって、令和４年１０月以降における狛江市内にある区長の住居へ

の送迎における公用車の使用は、違法又は不当であるとは認められない。 

また、令和４年１０月以降も、狛江市内にある区長の住居から医療機関

を経由して公務場所へ移動するにおいて区長車を使用している事実が２回

認められるが、①において述べたとおり、かかる使用は、公用車専用の趣

旨に照らして、その目的、方法及び態様において不合理とまでいうことは

できず、本件基準第３条第４号に定める「やむを得ない事由」に該当する

と認められる。 

以上から、令和４年１０月以降において、狛江市内にある区長の住居か

ら医療機関を経由して公務場所へ移動するにおいて区長車を使用すること

は、本件基準を充足するものであり、違法又は不当であるとは認められな

い。 

 

   ③ 監査対象事項③（松原の政治家事務所との間の通勤時の公用車の利用

（令和４年１０月以前）について 

     所管部からの事情聴取等から、庁有車運転記録（甲２号証、甲４号証）

に「松原」と記載されている場所には、「うめとぴあ（世田谷区立保健医

療福祉総合プラザ）」、「児童相談所」、「梅丘パークホール（北沢区民

会館別館）」の他に、請求人の主張のとおり、区長の個人事務所が含まれ

ていると認められる。 

前述のとおり、区長車をいついかなる目的、方法及び態様において使用

するかは、専ら区長の判断に委ねられており、区長が公務を遂行するため

におよそ必要のない区長車の使用に限り、その裁量権の濫用、逸脱として

違法・不当となるというべきである。これを本件について見ると、区長の

個人事務所への移動について、監査対象部は、個人事務所には区長本人が
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収集している様々な資料が備えてあり、公務にかかわる資料確認や資料整

理、電話連絡、区長へ宛てられた資料や書籍を取りに行くなどの目的で行

われるものであって、区長の公的な活動の一環であると解しており、個人

事務所に向かう際には、秘書課長がその都度目的を確認し、また滞在時間

も長時間にわたることはないとする。区長は、区を統轄してこれを代表し、

区の事務を管理しこれを執行するものであって、その職務は多岐にわたり、

勤務時間や休暇が定められていないことに加え、区長は選挙によって選ば

れることなどに鑑みれば、区民の声を区政に反映させる区長としての活動

は多様な形態を取り、また、その活動場所も庁舎内に限られるものではな

い。上記事実からすれば、区長の個人事務所は区長の活動の一つの拠点と

なっていると認められ、区長の個人事務所は公務場所ないしこれに準ずる

場所と解することができる。これに対し、請求人は、政治家の事務所であ

る以上、この事務所での活動は世田谷区長としての立場で行う性質の公務

ではないとするが、以上述べたところから妥当でない。 

以上から、区長の個人事務所への移動に区長車を使用することは、公用

車専用の趣旨に照らして、その目的、方法及び態様において不合理とまで

いうことはできず、区長がその裁量を逸脱、濫用したものということはで

きないから、違法又は不当とは認められない。 

 

   ④ 監査対象事項④（松原の政治家事務所との間の通勤時の公用車の利用

（令和４年１０月以降）について 

     本件基準第３条第１項は、区長の自宅及び公務場所の間の移動（第１

号）、公務が連続する場合におけるそれぞれの公務場所の間の移動（第２

号）、区長車を使用しなければ、公務の遂行又は区政に係る事務の進行に

支障が出るおそれがあるなど、やむを得ない事由がある場合（第４号）に

区長車を使用することができるとする。そして、③において述べたことか

らすれば、区長の個人事務所は公務場所またはこれに準ずる場所と解する

ことができるから、区長の個人事務所への移動に区長車を使用することは、

同条同項第１号、第２号又は第４号に該当し、公用車専用の趣旨に照らし

て、その目的、方法及び態様において合理性を認めることができる。以上

から、区長の個人事務所への移動に区長車を使用することは、令和４年１

０月以降においても、違法又は不当とは認められない。 

 

⑤ 監査対象事項⑤（タクシーを用いた帰宅について）について 

区長のタクシー利用については特段の規定がなく、「公用車の使用の代

替としてのタクシーチケット使用に関する要領（平成２１年１０月）」

（以下「本件要領」という。）が適用されると解される。そこで、区長の

タクシー利用は、本件要領第３条の定めにより、その緊急性、効率性及び

経済性並びに区長の健康管理面等の観点から判断して、合理的な範囲内で

認められることとなるが、既に述べたような区長が担う職責の性質、内容

等に照らせば、区長車使用の代替としてのタクシーの利用は、区長の合理

的な判断に委ねられていると解される。また、本件要領第３条第２項は、

「旅行先から直接帰宅する場合のタクシー利用については、原則として旅
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行先から合理的な帰宅経路上の最寄り駅までとする。」と定めるが、区長

の生活の本拠としての自宅への送迎に区長車の使用が認められることから

すれば、区長車使用の代替としてタクシーを利用することが、その目的、

方法及び態様において不合理でない限り、公務場所から直接帰宅する場合

においても、区長の生活の本拠としての自宅までタクシーを利用すること

ができるものと解すべきである。 

これを本件について見ると、まず令和３年１２月１９日のタクシーの利

用について、請求人は、区内の代沢の住居から狛江市内にある区長の住居

ヘの移動であると主張するが、監査対象部の弁明及び事情聴取等から、北

沢での公務終了後、タクシーが見つけやすい場所まで移動し、狛江市内に

ある区長の住居に帰宅した際のものであると認められる。そして、公務場

所から狛江市内にある区長の住居への帰宅は区長車を利用することができ

るところ、同日において、区長車ではなくタクシーを利用した理由は、公

務の予定が夜間に及ぶことが想定されたため、運転手を帰庁させたことに

よるということであるから、区長車の代替としてのタクシーの利用の方法

及び態様として不合理であるということはできない。また、令和４年７月

２３日のタクシーの利用について、請求人は、狛江市内にある区長の住居

から区内の代沢の住居ヘの移動であると主張するが、監査対象部の弁明及

び事情聴取等から、狛江市内にある区長の住居から公務場所であるシモキ

タ雨庭広場が位置する代沢まで移動した際のものであると認められる。そ

して、狛江市内にある区長の住居から公務場所への移動は区長車を利用す

ることができるところ、同日において、区長車ではなくタクシーを利用し

た理由は、当日運転手の事情により区長車を利用できなかったことによる

ということであるから、区長車の代替としてのタクシーの利用の目的、方

法及び態様において不合理であるということはできない。 

以上から、令和３年１２月１９日及び令和４年７月２３日のタクシーの

利用は、いずれも区長がその裁量を逸脱、濫用したものということはでき

ず、違法又は不当であるとは認められない。     

 

３ 結論 

  よって、本件請求のうち、監査対象事項⑥旅費の宿泊料について実費を超過

していることについて超過分の返還を求める旨の請求は、請求の特定を欠き、

地方自治法第２４２条第１項の要件を充足せず、不適法であるから、同法第２

４２条第５項に定める監査を実施しないこととし、監査対象事項①ないし④の

うち、令和４年２月１３日以前の公用車の利用、及び監査対象事項⑤のうち、

令和３年６月３０日のタクシー利用が違法又は不当であることを理由とする部

分に係る請求は、地方自治法第２４２条第２項の要件を充足せず、不適法であ

るから、同法第２４２条第５項に定める監査を実施しないこととし、監査対象

事項①ないし④のうち、令和４年２月１４日以降の公用車の利用の違法又は不

当を理由とする部分に係る請求、並びに監査対象事項⑤のうち、令和３年１２

月１９日及び令和４年７月２３日のタクシー利用の違法又は不当を理由とする

部分に係る請求は、いずれも理由がないと判断した。 
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４ 意見 

  区は、区長に区長車を専用させることについて、区民の理解が得られるよう

努めなければならず、また、区長は、区長車を専用させる趣旨を理解のうえ、

適切な基準に従ってこれを使用することが求められる。 

 しかるに現在、本件基準第３条第１項第１号に規定される「区長の自宅」と

して取り扱う場所を定める手続が存在しない。しかしながら、「区長の自宅」

として取り扱う場所が適切に定められていなければ、区長車の使用が本件基準

に合致するか否かの判断が恣意的なものとなるおそれがある。したがって、同

条同項同号に規定される「区長の自宅」として取り扱う場所を定めるにおいて、

予め所定の方式に従って届け出させるなどの適切な手続を整備しておくことが

望ましい。 

   

 

添付 

（別紙）世田谷区職員措置請求書 

（別紙）事実証明書 

【甲１号証】世田谷区長保坂展人 通勤届 

【甲２号証】庁有車運転記録（区長室秘書課）（令和３年４月１日～令和

４年３月３１日） 

【甲３号証】平成二十八年第二回定例会世田谷区議会会議録第十号六月十

五日（水曜日）を印刷した書面 

    【甲４号証】庁有車運転記録（区長室秘書課）（令和４年４月１日～１２

月１２日） 

【甲５号証】区長週間日程表（令和３年３月２８日～令和４年４月３日） 

【甲６号証】区長週間日程表（令和４年４月３日～１２月１８日） 

【甲７号証】行政情報一部開示決定通知書（令和４年１２月９日） 

【甲８号証】平成２７年６月１７日判決言渡 平成２６年（行ウ）第１１

７号公金支出金返還請求事件（住民訴訟） 

【甲９号証】外国旅費請求内訳書兼領収書（区職員３名分） 

 （別紙）補正書 

 【別紙１】行政情報開示請求書（２０２２年１２月１９日） 

 【別紙２】最高裁平成１６年１２月７日判決文（旅費不当支出） 

 【別紙３】行政情報一部開示決定通知書（令和５年１月１９日） 

 

 

なお、事実証明書及び別紙の各標目については、添付は省略した。 






















































